市民と行政のかかわり方を考える
－自治基本条例のすすめ－
2006年10月21日 (土)

第１回鎌倉市自治基本条例策定市民会議フォーラム

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　礒崎初仁（中央大学）
１　市民自治とは何だろうか
　①市民（住民）＝自治体の運営やあり方を最終的に決定する権限（主権）を持つ
→選挙によって代表機関（議会、長）に日常的な自治権を信託

　　＝間接民主主義（代議制）の原則
　②しかし、1) 選挙では政党や人物を選択し、「政策」を選択したわけではない

2) 当選者以外の候補者に投票した住民も存在

3) 選挙時に想定されていなかった争点・課題もある

→市民は代表機関に「丸投げ」したわけではない。日常的に政策決定に参加し、意見を反映させるとともに、代表機関が信託に適切に応えているか監視する必要。
＝「お任せ民主主義」から「参加型民主主義」へ

　③また、自治体としての重大な意思決定→選挙時の「信託」の範囲には入っておらず、市民に「保留」されていると考えられる

　　→重大な意思決定（市町村合併、大規模事業等）については、例外としての直接民主主義に委ねる必要。　　　（例）住民投票、住民総会など
　　　　　　　　　　図　自治体における市民と代表機関の関係

　　       　　市民【主権者】　　　　　　　　　　　代表機関(議会、長)

　　　　　　　　　　　　　　　　　 間接民主主義
　　　　　　　 (日常的事項) 　　　　　 信託
自　治　権
　　　　　　　　自　治　権　　　　　　　　　　　　 （立法権、行政権）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　自己決定権(留保)　　　参加(意見反映)・監視
　
　　　　　直接民主主義(住民投票等)
　　⇒　このような市民と役所(地方政府)の関係を明確化する必要
　　　　～自治のルール（約束ごと）をあきらかにし、市民と役所で共有する

　　⇒　「自治基本条例」が重要

２　自治基本条例とは何か
①自治基本条例：自治体の「自治」の方針と基本的なルールを定める条例。

　他の条例、計画、施策の上位にあって、それらの指針となる「自治体の憲法」。
cf,「まちづくり基本条例」：自治体のまちづくりの方針と基本的なルールを定める条例

→「まちづくり」が総合的な地域づくりを意味するなら、中身はほぼ同じ。

②自治の内容は多様であり抽象的。→どのような内容を盛り込むかも「自治」の問題。

　　●憲法からみた説明

「地方自治の本旨」（憲法94条）＝団体自治と住民自治
1) 団体自治～分権改革(2000年施行)によってある程度進んだが、地方自治法や個別法の規制・拘束が大きいのが問題。→さらなる分権改革へ
2) 住民自治～「住民参加」の導入など少しずつ進んできたが、なお住民が主権者・主人公といえる状況にはなっていない、分権改革もこの側面では不十分。

　　　→このうち主として「住民自治」を拡大しようというのが自治基本条例。

３　なぜいま自治基本条例か（制定の背景）
1 分権改革によって自治体の権限が拡大したことから、自治体の権限行使にあたり、住民の参画を拡充する必要になったこと（住民自治の拡充）。
→住民参画規定の整備、住民投票制度の導入　等
2 ＮＰＯ・ボランティア、コミュニティ等の役割が拡大し、行政の守備範囲が問われるとともに、両者の「協働」をどう位置づけることが必要になったこと（市民活動の支援）
→ＮＰＯ・住民との協働原則の明確化、コミュニティの位置づけ　等
3 各種の独自条例や独自施策が展開されることにより、それらに共通する基本理念等を掲げ、総合する条例が必要になったため（条例・施策の体系化）。

→他の条例・施策の位置づけ、優先的効果の規定　等
4 財政危機の進展、市町村合併の推進等によって、自治体の存在意義が問われるとともに、必要な改革を推進する理念や方針が必要になったため（行政改革）。
→行政評価、市長・議会・職員の責務の規定　等

　⇒　自治基本条例がなくてもすぐ困ることはないが、市民自治の現状を打破し、新しい自治体をつくっていく基礎として重要かつ有効。

　★なぜ鎌倉に「自治基本条例」が必要か（私見）　　
　　1) 鎌倉の市民自治・市民運動の歴史を踏まえつつ、さらなる展開の基礎をつくるため

2) 鎌倉市民の知恵と情熱を「まちづくり」につなげる道筋をつくるため

3) まちづくり条例等の個別条例の経験を生かして、総合的な上位ルールをつくるため
4) 条例検討のプロセスを通じて、市民が鎌倉の現状を考え、将来像を共有できるため
　　⇒「つくるべき」ではなく「欲しくないか」を問いたい。最後は市民が決めるべき。
４　自治基本条例をどう検討すればよいか

1 いまの市に何が足りないか、何を変えたいかを住民の視点で考えること
　　～一般論は重要ではない。何らかのモデルを参考にするのではなく、現在の市の状況から出発して考える。住民の意思、ニーズを集約して、それを法的な形（ローカル・ルール）にすることが大切。
　

2 地域の「個性」をどう盛り込み、反映させるかを考えること

～自然、歴史、文化、風土、コミュニティなど、まちが大切にしてきたものを条例に反映させるよう努力する。この作業がまちの魅力の再発見と共有化につながる。
　

3 法律や個別条例との関係を考慮し、「自治体の憲法」と呼べる条例にすること
～地方自治法など法律に規定がある場合でも、独自の扱いができないか検討するとともに、他の条例や施策の上位にある自治体の最高法規にふさわしい規定を設ける。
　

4 策定にあたり住民の参加・協働を進め、住民と一緒に考えるプロセスを基本にすること

～住民と一緒に、これからの自治体がどうあるべきか、何をすべきかについて議論を行い、まちの将来像を明らかにするプロセスが重要。市民からの提案、議論など、住民との協働で条例案をつくるプロセスを大切にしたい。
５　自治基本条例にはどういうタイプがあるか
1 理念型条例
まちづくりの基本理念、市町村・住民の責務等の抽象的規定を定める条例

ex,箕面市まちづくり理念条例、猿払村まちづくり理念条例

2 権利保障型条例
憲法の人権規定にならって、住民の環境権、生活権、参加権等の権利を保障する条例　　　ex,川崎市都市憲章案
3 住民参加拡充型条例

住民の参加（参画）、自己決定（住民投票等）等の仕組みを定める条例

ex,ニセコ町まちづくり基本条例、生野町まちづくり基本条例、杉並区自治基本条例、箕面市市民参加条例＊
4 政策指針型条例

行政施策の方向性や行政運営の指針を定める条例

ex,宝塚市まちづくり基本条例、北海道行政基本条例＊、志木市市政運営基本条例

６　自治基本条例にどういう事項を盛り込むか
1 まちづくり（市政運営）の方向性、将来像

2 住民の権利（市政への参加権、情報公開請求権等）
3 市（首長、議会、職員）の義務・責務

　　

4 市民の責務、事業者の責務

～まちづくりへの参画努力、相互の協力配慮／環境等への配慮義務　等
5 住民参加の手続き・仕組み

～情報公開、計画策定手続、パブリックコメント、審議会、公聴会　等
6 住民投票の仕組み

・常設型か個別型か

・拘束型か諮問型か

・実施の手続き（対象事項、提案者、決定手続、情報提供）
7 住民協働の仕組み、ＮＰＯの支援等

～住民活動への支援、ＮＰＯとの連携　等
8 コミュニティ組織のあり方

～自治会・町内会等のあり方、コミュニティ組織への権限・財源移譲

9 分野別の施策の方向性

～都市整備、教育、福祉、治安防災　等

10 他の施策・条例との関係（最高規範性）、改正・見直し
～他の条例・施策における配慮、定期的な条例の見直し、住民投票　等

　　
　　　　　　　　　図　法体系における自治基本条例の位置づけ
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